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●1 はじめに

人口減少、少子高齢化の進展が同時に進む中、我が

国では、地方都市圏を中心に自動車社会の進展による

公共交通の衰退と商業施設の郊外化による中心市街地

の衰退、東日本大震災を契機とした防災・避難対策の強

化など、都市交通を取り巻く環境と既存計画における

前提条件が大きく変貌している。

こうした中、群馬県では、「人口増加時代のまちづく

り」から「人口減少局面でもぐんまらしい持続可能なま

ちづくり」への転換を目指し、取り組むべきまちづくり

の方向性を示している。この持続可能なまちづくりに

関しては、①「まちのまとまり」を保ちながらそれらを

公共交通でつなげる、②公共交通を含めた多様な交通

手段を選択できる社会をつくる、③県全体での広域的

な観光周遊ネットワークを構築する、④大地震時の帰

宅困難者対策や、洪水・集中豪雨時の避難対策、災害時

も機能する道路ネットワークを構築することが求めら

れている。

具体的な取り組みに関しては、これまで以上に住民・

企業の活動に着目し、量ではなく質の向上を図ること

が求められるが、群馬県では、人口増加局面であった

平成5年以降パーソントリップ調査（以降、PT調査）

が実施されておらず、人口減少局面での活動実態が把

握できていないことからPT調査を実施することになっ

た。

通常、PT調査では、母都市への5%通勤圏域を対象

に調査が実施されるが、上記の方向性を踏まえ、鉄道

沿線の一体的な繋がりをみるべく群馬県全域および隣

接する栃木県足利市を対象としている。

本稿は、群馬県が実施したPT調査の概要と、調査結

果から明らかとなった都市交通の実態および都市交通

政策の方向性について紹介する。

●2 調査概要

群馬県では、平成27年秋に県央地域と東毛地域、足

利市を対象に、翌年の平成28年春には利根沼田地域、

吾妻地域の中山間地域を対象にPT調査を実施した。調

査方法は、郵送配布、郵送又はWEBでの回答とし、約

242,000世帯に配布し、約64,500世帯から有効回

答を得ている（有効回収率26.6%）。

出典：平成27年度群馬県PT調査業務報告書に加筆

図－1　調査対象圏域

このPT調査の調査体系は、1日の生活行動を調べる

本体調査に加えて、不定期な活動や公共交通の利用状

況を調べる補完調査、都市圏外居住地や北部地域での

活動を補足するための3つの付帯調査から構成されて

いる。
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表－1　調査体系

出典：平成27年度群馬県PT調査業務報告書に加筆

●3 活動実態と問題、課題整理の考え方

この持続可能なまちづくりに求められる4つの要素

に対して、①義務的活動（通勤・通学）、②非義務的活

動（私事）、③利他的活動（送迎）による3つの活動から

みた課題および都市交通政策の方向性を整理した。ま

た、群馬県に人を呼び込むために④定住人口、⑤交流

人口を確保するための課題および都市交通政策の方向

性をとりまとめた。以降、これらの5つの視点から特

徴的な実態を抽出して解説し、都市交通政策の方向性

を提示する。

●4 義務的活動（通勤・通学）からみた特性

（1）鉄道、バスの利用状況

代表交通手段における公共交通の割合は、鉄道が

2.5%、バスが0.3%となっており（図－3）、近年実

施された他の地方都市圏と比較しても極めて低い値と

なっている。鉄道については、9割が有職者、学生・生

徒であり、目的も8割が通勤・通学先への利用となって

いることから、主婦や高齢者等の私事目的での利用は

少ない（図－4）。

補完調査をもとに年間を通じた利用頻度をみると、

鉄道を利用している人は約4割であり、残りの6割の

県民は全く鉄道を利用せずに生活している。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－2　活動実態と問題、課題の整理の考え方

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－3　代表交通手段構成比の経年変化

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－4　鉄道利用者の属性

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－5　鉄道の利用頻度
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出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－6　バスの利用頻度

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－7　距離帯別の代表交通手段構成比（南部地域）

また、鉄道利用者のうち、月に1回未満の利用者が7

割を超えており、日常生活での利用は限られている（図

－5）。バスはさらに低く、1割の人しか利用していな

いことから、多くの県民がバスを交通手段として認識

していないことが分かる（図－6）。

一方で、距離帯別の代表交通手段構成比を見ると、

100m未満の移動でも4人に1人は自動車を利用して

おり、日常的な買物・通院・私事活動が行われる2km

〜3kmの移動においては、自動車の分担率は約9割弱

まで上昇している（図－7）。

（2）鉄道駅の選択と居住地の関係性

本調査では、ゾーン単位でのデータ整備に加えて、

ジオコーディングを実施していることから、より詳し

く端末交通特性を確認することが可能である。

端末交通手段を自動車利用に絞って駅選択の状況を

みると、高崎駅や伊勢崎駅、太田駅、県外の熊谷駅、

籠原駅、本庄駅などの東京都市圏に乗換なしで行くこ

とができる駅へと集中する傾向が強く、乗換に対する

抵抗が高いことが予想される（図－8）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－8　鉄道駅までの端末自動車トリップ分布

（3）今後の鉄道利用者の推移

このままの社会情勢が続いた場合、鉄道利用は学生

の通学目的での利用を中心に減少することが予測され

ている（図－9）。鉄道断面トリップの増減率をみる

と、上信電鉄の鉄道ネットワークの末端区間では減少

率が大きくなっている。一方、義務的活動以外で利用

されている区間（わたらせ渓谷鐵道など）や、東京方面

へ行く路線（JR高崎線、東武伊勢崎線など）では、減

少率は低く抑えられている（図－10）。

出典：群馬県PT調査交通量推計業務報告書に加筆

図－9　目的別の鉄道利用トリップ数の推移

出典：群馬県PT調査交通量推計業務報告書に加筆

図－10　鉄道断面別トリップ数※の推移（南部地域）
※ 南部地域を対象に拡大係数を将来の地域別・性年齢階層別人口

に合わせるように設定することで推計したもの
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（4）通勤場所と居住地の関係性

県央地域での通勤活動は、前橋中枢拠点および高崎

中枢拠点、新前橋駅周辺地域拠点からなる拠点郡を中

心に、市域を跨いで人が集まっている。また、渋川都

市拠点も前橋市と繋がりを有しており、県央地域では

上越線沿線の市町村を中心に一体的な通勤圏が存在し

ている（図－11）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－11　通勤目的での利用が多い拠点とその後背圏

東毛地域では、太田市の中心部に多くの人が集まっ

ており、訪れる人の居住地も大泉町や足利市、邑楽

町、館林市などへと広域に広がっている。一方、その

他の拠点では、集積も小さく、当該市内を中心に居住

地が広がっていることから、東毛地域では、太田都市

拠点を中心とした通勤圏が形成されていることが推測

される。なお、県央地域の伊勢崎市は、通勤活動の視

点から見ると太田市との繋がりが存在し、東毛地域と

の関係性も強い（図－12）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－12　通勤目的での利用が多い拠点とその後背圏

（5）�義務的活動（通勤・通学）から見た活動実態・問題

点及び都市交通政策の方向性

通勤・通学活動を始めとした義務的活動では、他の目

的の活動に比べて活動範囲が広く、特に学生の通学活

動に対して鉄道が重要な役割を担っている。しかしな

がら、今後のさらなる少子化により、利用者の減少が

見込まれている。群馬県の鉄道利用者数は、昭和40年

（1965年）以降減少の一途を辿っており、今後20年で

通学トリップが約38%減少することが想定されること

から、鉄道運営の維持が困難になってくる区間が発生

する可能性が高いと考えられる。

このままの状態が続くと、需要減に伴う鉄道のサー

ビス水準の低下は避けられず、通勤先や通学先の選択

の幅が失われてしまうことが大きな問題として浮き彫

りになると想定される。今後も鉄道ネットワークが維

持されるように、県民が鉄道を交通手段として認識で

きることが重要であり、そのためには、乗り継ぎの改

善等による鉄道利便性の向上と、沿線人口の維持に向

けた取り組みが求められる。

●5 非義務的活動（私事）からみた特性

これまでのPT調査では、義務的活動への対応を中心

に傾向を分析していたが、高齢化の進展により、買物

や通院などの多様な非義務的活動が増加しており、こ

れらの目的の交通特性を明らかにすることが重要と考

え、買物活動を中心に実態を分析した。

（1）まちなかでの活動状況

目的別に都市計画区域マスタープランに位置付けら

れた拠点（まちなか）と、それ以外の地域での活動割合

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－13　目的別の活動場所の内訳
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を活動目的別に見ると、全ての目的において拠点での

活動割合は2割程度であり、多くの活動は拠点の外側

で行われている（図－13）。

（2）買物先の選択状況

日常的な買物先は、まちなかを含め、広く点在して

いる（図－14）。一方で、休日等の買物を含めた不定期

での買物先を見ると、特定の大型商業施設が存在する

場所に集中しており、その他の地域では、ほとんど活

動が見受けられない（図－15）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－14　日常的な買物先の分布

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－15　不定期での買物先の分布

（3）ネットショッピング等の利用状況

ネットショッピング等を利用した買物活動は、34歳

未満での利用が多く（図－16）、買物形態は若い人ほ

どネット・カタログ通販、高齢者ほど移動販売車・スー

パー等の配達の割合が高い（図－17）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－16　ネットショッピング等の買物の有無

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－17　年齢階層別の買物形態

�

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－18　移動販売等を利用する理由（65歳以上）

なお、北部地域では、移動販売車等を利用する理由

としてお店がないとの回答が南部地域に比べて高く

なっている（図－18）。

（4）�非義務的活動（私事）から見た活動実態・問題点及

び都市交通政策の方向性

県民の買物活動が大型商業施設での週末まとめ買い

やインターネットでの買物を中心とした外出機会の少

ないライフスタイルへと変化したことで、まちなかの

都市機能が衰退し、人通りの少ない都市空間の形成が

進んでいる。この傾向がますます進むことで、買物等

の非義務的活動に対する選択肢の幅が減ることは問題

である。また、まちのまとまりの維持が難しくなるこ

とで、高齢者を中心に買物難民が発生するなどの課題

の顕在化も懸念される。

これらの点を踏まえると、私事活動での外出機会を

まちなかに創出するとともに、周辺部に存在する活動

の場をネットワーク化することで、まちなかを含めた一

体的なまとまりの形成に向けた取り組みが求められる。
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●6 利他的活動（送迎）からみた特性

（1）高校生の送迎特性

高校生の通学目的による送迎の実態をみると、南部

地域では約11%、北部地域では約20%となってお

り、特に駅までのアクセス交通手段では北部は約71%

と非常に高い割合で利用されている（図－19）。

〈南部地域〉

〈北部地域〉

出典：群馬県北部地域「人の動き」実態調査業務報告書に加筆

図－19　高校生の代表交通手段分担率

（2）高齢者の行動特性

高齢者の外出率は、自動車を保有している高齢者が

77％である一方で、自動車を保有していない高齢者

は45％と30ポイント以上の差があり、自動車保有の

有無が高齢者の活動の大きな制約となっている（図－

20）。自動車を保有していない高齢者は、徒歩・二輪に

よる近場の移動若しくは、クルマ（同乗）による移動が

大半を占めている（図－21）。若年層と比較して、高齢

者は鉄道やバスによる移動が十分にできていないこと

から、高齢者にも使いやすい公共交通サービスを提供

することが急務である。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－20　高齢者の自動車の保有状況別の外出率

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－21� 高齢者の自動車の保有状況別の代表交通手段構成比

（3）�利他的活動（送迎）から見た活動実態・問題点及び

都市交通政策の方向性

自動車での活動が中心となっている群馬県では、自

動車を持っていない人に対して、多くの活動で自動車

での送迎が行われている。このことは、自動車で送迎

をする人や子育て世帯は、本人の活動時間が制約され

ることとなり、県の活力を創出する観点からすると課

題の1つと考えることができる。そのため、高校生や

クルマを持たない高齢者も、自分の意志で必要な活動

ができる移動環境の形成と、長期的には主要な都市機

能同士が近接するような立地誘導を合わせて進めるこ

とが求められている。

●7 定住人口確保に向けた居住意向の実態

（1）居住地選択意向

今後の居住地については、34歳未満の約4割が移り

たい・移る予定の意向を有している（図－22）。

転居先に求める要因としては、若者層、高齢層とも

に最も要望が多いのは、“自然災害や火災などの危険性

が少ない地域”であり、安全・安心を確保することが最

も重要な要素となっている（図－23）。

出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－22　地域別・年齢階層別の今後の居住意向
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出典：群馬県PT調査分析調査業務中間報告書に加筆

図－23　20〜24歳と65〜69歳の今後の居住意向

（2）高校生の県内定住意向

高校生を対象にしたアンケートでは、将来的に“現在

住んでいるところに住みたい”と考えている人は全体の

4割強、“現在住んでいるところ以外で、群馬県内に住

みたい”と考えている人は2割弱となっており、合計6

割強の生徒が将来的には群馬県内に住みたいと考えて

いる（図－24）。

また、“群馬県外に住みたい”と考えている人は鉄

道・バスの利便性を重視する傾向がある。

全学年平均
（n=5083）

0% 50%

〈おもな理由〉
1．希望する仕事があるから
2．商業施設などがあり、便利だから
3．鉄道やバスが利用しやすいから

100%

今住んでいる所に
住みたい
44.2％

群馬県内に
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出典：群馬県北部地域「人の動き」実態調査業務報告書に加筆

図－24　高校生の将来の居住地意向

（3）�定住人口の確保に向けた居住意向の実態・問題点及

び都市交通政策の方向性

居住地の選択は、自然災害や火災などの危険性が少

ない地域に対するニーズが最も大きいものの、日中の

活動場所の中には、浸水想定区域なども存在すること

から、地域防災計画と連携し、活動の場や居住地か

ら、安全・安心に避難できる環境の構築が都市交通政策

の観点から求められている。

また、将来、県外に住みたいと考えている学生の理

由は、“希望する仕事があるから”に次いで、“都市機能

の利便性、公共交通の利便性”が高いことを踏まえる

と、働き場が県内に用意され、県外に進学・就職した若

者が将来群馬県に戻って来た際、クルマ利用から離れ

ていた人がクルマに依存せず活動できる公共交通を提

供できるよう、サービス水準の向上や交通結節点への

都市機能の誘導などの取り組みが求められる。特に、

バス路線網は県内全域を網羅しているものの、運行頻

度は前橋－高崎間、高崎－渋川間、渋川－前橋間以外

を除き、2時間に1本未満の低い運行頻度となっている

ため、基幹的なバス軸を選択し集中してサービスを提

供することが求められる。

●8 交流人口から見た活動実態

（1）群馬県および周辺観光地への集中状況

「混雑統計®」データをもとに、県外から群馬県へ

の立ち寄り人数をみると、4大温泉をはじめとする温

泉地だけでなく、主要駅周辺にも多くの訪問者が立ち

寄っている（図－25）。

「混雑統計®」©ZENRIN�DataComCO.,�LTD.

図－25　観光施設別の立ち寄り客数の宿泊の有無
※「混雑統計®」データは、NTTドコモが提供する「ドコモ地図
ナビ」サービスのオートGPS機能利用者より、許諾を得た上で
送信される携帯電話の位置情報を、NTTドコモが総体的かつ統
計的に加工を行ったデータ。位置情報は最短5分毎に測位される
GPSデータ（緯度経度情報）であり、性別・年齢等の個人を特定
する情報は含まれない。
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その際の宿泊状況を見ると、温泉地を除き、多くの施

設が日帰りでの立ち寄り（図－26）となっており、また

全体の78%が1箇所の訪問に留まっている（図－27）。

「混雑統計®」©ZENRIN�DataComCO.,�LTD.

図－26　観光施設別の立ち寄り客数の宿泊※の有無
※ 「草津温泉に立ち寄る人は、宿泊しているか」を把握できるもの

であり、「草津温泉に宿泊しているか」を把握するものではない。

「混雑統計®」©ZENRIN�DataComCO.,�LTD.

図－27　観光施設別の立ち寄り客数の宿泊の有無

（2）�交流人口の確保に向けた活動実態・問題点及び都市

交通政策の方向性

県外から群馬県を訪れる人は、関東地方から訪れる

人が全体の8割を占めている事もあり、複数箇所を周

遊するのではなく、目的地1カ所を訪問する日帰り観

光が中心となっている。富岡製糸場が世界遺産に登録

されたことを契機に上信電鉄の利用者が増えるなど、

観光目的による公共交通利用者は短期的な利用者確保

の視点からも効果が大きいことから、各公共交通機関

が連携し、周遊環境を整備するとともに、2次交通対

策としての端末バスや情報提供についても合わせて取

り組むことが求められる。

●9 おわりに

本稿では、平成27〜28年度に実施された群馬県で

のPT調査の概要を説明した上で、調査データを用いた

分析から明らかとなった課題や都市交通政策の方向性

を県民の義務的、非義務的、利他的な活動および県外

から定住人口、交流人口を呼び込む、という5つの視

点から述べた。

今後は、これらの方向性をもとに、県としての目指

すべき将来像やそのために求められる施策の取りまと

めに向けて議論が進められていくことになる。中規模

な都市が連続した群馬県特有の都市構造を踏まえる

と、市域を跨いだ広域的な連携と市内のまちのまと

まりの維持による2層の取り組みが重要となることか

ら、県と市町村が役割分担のもと同じ目標に向かって

取り組むことが必要となる。また、県民にクルマしか

選択肢の無かった生活から他のモビリティも選択でき

ることで、どのようなメリット、魅力があるのかを伝

える市民周知方法も重要となる。

最後に、本稿は、群馬県県土整備部都市計画課より受

託した業務成果に基づき作成したものである。本稿の作

成にあたっては、群馬県県土整備部都市計画課各位、群

馬県総合都市交通計画協議会各委員、その他関係の方々

に多大なご協力をいただいた。ここに感謝の意を表する。
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